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欧州においては、再生プラスチックの使
用を義務付ける制度や規制案を発表。

日本においても将来的に規制が世界的
に拡大していくことも予想され、メーカー
各社が再生材の導入を進めていく等、
国内においても再生プラスチックの需要
拡大の可能性有。

廃棄物等を効率的・循環的に有効利用
する循環経済（サーキュラーエコノミー）
への移行が重要。

サーキュラーエコノミーへの移行に向
けては、動脈側と静脈側の情報を整理
する必要であるが、具体的な取組を行
う上での情報が不足。

項目 内容

対象廃棄物 廃プラスチック類

研究目的
➢ 動静脈連携の検討を行う上で必要となる基礎資料を収集。
➢ 動静脈連携に向けたボトルネックの抽出と取組方策の検討。

３．研究の成果

既存資料等による情報収集

再生プラスチックの需要量と
供給可能量の検討

再プラ需要量の推計

再プラ供給可能量の推計

動静脈連携に関する実態調査

動静脈連携に向けた課題の整理

【調査対象】
動脈側；自動車製造業

再プラ製造業
静脈側：産業廃棄物処理業
その他；中国経済産業局

【調査方法】
ヒアリング調査

動静脈連携に向けた静脈側の取組方策の検討

２．研究目的

図1 研究の全体フロー
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（1）再生プラスチックの需要量と供給可能量の検討

（2）静脈連携に向けた課題及び静脈側の取組方策（案）

【課題①】
自動車製造業への
供給体制の確保

【課題②】
再生プラスチックの
品質の確保

【課題④】
データ連携に向けた

円滑な移行

【課題④】
動静脈連携に向けた

情報整理

【方策①】
広域連携体制の構築

【共同研究の推進】
【協業化の推進】

【方策②】
地域内のデータ連携体制の構築

【データ連携に向けた仕組みづくりに向けた検討】
【静脈側のデジタル基盤の整備】

【方策③】
静脈側の情報収集と公表

【産業廃棄物処理業の情
報整理】

≪国≫
内閣府、経済産業省等

データ連携に向けた基盤
整備（プラットホーム等）

≪動脈側事業者≫
自動車製造業等

再生プラスチックの品質
要件等の条件提示

データ連携

データ
連携品質

要件等

図2 再生プラスチックの需要増加量の推計結果 図3 再生プラスチックの需要に対応するための供給体制の推計結果
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再生プラスチック製造量 廃プラスチック残渣量

最小需要量（ケース1-1） 最大需要量（ケース2-2）

19,995t/年

3,658t/年

新たな再生プラスチックが3,600t/年～
20,000ｔ/年程度が必要。
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現在、サーマルリサイクル
及び埋立られている5％～
20％の廃プラスチック類を
材料リサイクルに適用する
ことが必要。
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